(介護予防)認知症対応型共同生活介護事業所　事前協議申請書
令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）　飯塚市長

所在地　　　　　　　　　　　　
申請者法人名称　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印
１　申請者法人の概要
	フリガナ
	

	法人名称
	

	主たる事業所の

所　　在　　地
	（郵便番号　　　－　　　　）

　　　　　県　　　　郡・市

	連絡先
	電話番号
	FAX番号

	
	
	

	法人の種別
	
	法人所轄庁
	

	法人設立日
	昭和　平成　令和　　　年　　　月　　　日設立（予定）

	代表者の職名・

氏名・生年月日
	職名
	
	フリガナ

	
	
	
	氏名

	代表者の住所
	（郵便番号　　　－　　　　）

　　　　　県　　　　郡・市


２　事業所の概要
	事業所の予定地
	飯塚市　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　

敷地面積　　　　　　　　　　　㎡

地　　目                        

	事業所名（予定）
	フリガナ

	
	

	整備区分
	創設(新設)　　・　　改築　　・　　改修

	事業所の構造
	   　　  造　　　　　建て　
延べ床面積　　　　　　　　㎡

	整備予定期間
	令和　　年　　月(着工) ～ 令和　　年　　月(しゅん工)

	開設予定日
	令和　　年　　月　　日

	利用定員等
	利用定員　　　　人　（　　　ユニット　　人）

	併設・隣接施設
	

	法人の主事業
	


1 「事業所名」は決定している場合のみ記載し、未定の場合は、「未定」又は「（仮称）○○○」と記載して下さい。

2 「法人の主事業」欄には、申請法人の現在の主な事業を記載してください。

3　建物の概要
	都市計画法上の区域区分
	市街化区域　・　市街化調整区域

	都市計画法上の用途と地域
	1 第　種低層住居専用地域
2 第　種中高層住居専用地域
3 第　種住居地域
4 近隣商業地域
5 商業地域
6 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	建物の形態、構造、面積など
	敷地の所有関係（ 自己所有 ・ 借地 ・ 買収（予定地） ）

敷地面積　　  ㎡

事業所の所有関係（ 自己所有 ・ 借地 ・ 買収（予定地） ）
施設整備の区分
（ 新築 ・ 増築 ・ 改築 ・ その他（　　　　））

（　　　）造　（　　　）階建　　延床面積　　　㎡

居室（　　　部屋）

①　　㎡　②　　㎡　③　　㎡　④　　㎡　⑤　　㎡　⑥　　㎡
⑦　　㎡　⑧　　㎡　⑨　　㎡　⑩　　㎡　⑪　　㎡　⑫　　㎡
⑬　　㎡　⑭　　㎡　⑮　　㎡　⑯　　㎡　⑰　　㎡　⑱　　㎡
（２）居間　 　 ①　　㎡　②　　㎡
（３）食堂　　  ①　　㎡　②　　㎡
（４）台所　 　 ①　　㎡　②　　㎡
（５）浴室 　　 ①　　㎡　②　　㎡
（６）洗面設備　①　　㎡　②　　㎡
（７）便所　    ①　　㎡　②　　㎡
（８）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


4　利用料等
	家賃（月額・日額）
	　　　　　　　　　　　円

	食費
	朝食　　円　　昼食　　円　夕食　　円

	その他の費用
	品目・金額
	徴収方法

	
	
	

	
	
	

	
	
	


5　職員の概要（予定）
	1 代表者氏名
　　　　　　　　　　
	特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として、認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保険医療サービス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する者であって、別に厚生労働大臣が定める研修を修了しているもの。

※地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び研修（平成24年3月13日厚生労働省告示第113号）

	2 
	認知症対応型サービス事業開設者研修

（　受講済　・　未受講　）

	3 管理者氏名
　　　　　　　
	・専従・兼務（該当する方に〇）
兼務の場合→職務（　　　　　　　　）
・資格について該当するものに☑
□介護福祉士　□社会福祉士　□看護師　□介護支援専門員
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・認知症介護実践者研修　　　　　　　　受講済・未受講
・認知症対応型サービス事業管理者研修　受講済・未受講
・その他に受講した研修名
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	4 計画作成担当者氏名
①　　　　　　
②　　　　　　
	①・専従・兼務（該当する方に〇）
□介護支援専門員
兼務の場合→職務（　　　　　　　　）
・認知症介護実践者研修　　　　　　　　受講済・未受講
・その他に受講した研修名
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
②・専従・兼務（該当する方に〇）
□介護支援専門員
兼務の場合→職務（　　　　　　　　）
・認知症介護実践者研修　　　　　　　　受講済・未受講
・その他に受講した研修名
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	5 介護従業者
	員数

専従

兼務

常勤（人）

非常勤（人）

常勤換算

日中勤務　　　　人　　夜間勤務　　　　　人
認知症介護に関する研修の受講歴



6　資金計画について
	事　　業　　費
	資　金　内　訳

	施設整備費
	千円
	県補助金
	千円

	設計管理費
	千円
	民間公益補助金
	千円

	土地取得費
	千円
	借入金
	千円

	土地造成費
	千円
	寄付金
	千円

	設備整備費
	千円
	その他

（自己資金）
	千円

	その他の

事業運営費
	千円
	
	

	合計
	千円
	合計
	千円


※施設整備費は、工事費を記載し、造成、外構工事費を含む額を記載して下さい。
	金融機関等からの借入（予定）について
	無 ・ 有（　　　　　　　　　　　　）

	資金計画について、具体的に記載してください。
	


	介護施設等の運営状況

（既に開設の場合のみ記載）
	施設種別・名称

定員

開設年度

補助金の有無




7　地域交流拠点等について
	施設名
	

	建物の形態、構造、面積など
	敷地の所有関係（ 自己所有 ・ 借地 ・ 買収（予定） ）
敷地面積　　　　　㎡
事業所の所有関係（ 自己所有 ・ 借地 ・ 買収（予定） ）
整備区分（　新築　・　増築　・その他（　　　　）　）
（　　　）造　（　　　）階建　　延床面積　　　　㎡

	人員体制
	（　　　　）人　（　専従　・　兼務　）

	利用者の家族や地域との交流・連携を図るために、施設の構造や配置を特に計画してあれば、具体的に記載してください。※
	


※配置図・平面図等を利用した説明図の添付可
8　その他確認事項
	事業に対する理解、施設運営の方向性について、どのような施設運営を目指すのか、具体的に記載してください。※
	

	認知症高齢者等の利用者（入居者）に配慮した、特色ある施設・設備等を計画してあれば、具体的に記載してください。※
	

	協力医療機関の確保
（予定）
	（該当するものに○印を付けてください。）

確保している　・　予定している　・　確保していない

確保又は予定している場合は、下記について記載してください。

医療機関名

所在地



	協力施設等の確保（予定）

（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等）
	（該当するものに○印を付けてください。）

確保している　・　予定している　・　確保していない

確保又は予定している場合は、下記について記載してください。

施設（病院等）名

所在地



	防火・防犯対策等について※
	特に配慮した設備等を計画してあれば、具体的に記載してください。

	
	

	利用者（入居者）の確保について
	利用者（入居者）はどのように確保する考えなのか、具体的に記載してください。

	
	

	ニーズ等の把握

（整備予定圏域の高齢者人口、高齢化率、その他サービス利用の需要等）
	（該当するものに○印を付けてください。）

把握している　・　把握していない

把握している場合は、把握方法、内容等を具体的に記載してください。

	
	

	人権問題等への取り組みについて
	認知症高齢者をはじめとする利用者（入居者）の尊厳について、どのように考えているのか。また、事業の実施にあたり人権問題等にどのように取り組む考えなのか、具体的に記載してください。

	
	

	個人情報の保護について
	利用者、利用者家族等の個人情報の保護について、どのように考えているのか、具体的に記載してください。

	
	

	非常災害対策について
	非常災害対策について、具体的に記載してください。

	
	

	建設予定地の選定理由
	

	建設予定地の立地条件等
	また、住宅地、行政機関、医療機関からの距離、所要時間及び交通網等について、具体的に記載してください。

住宅地からの距離

㎞

分

行政機関からの距離（　　　　　　　           ）

㎞
分

医療機関からの距離（　　　　　　　           ）

㎞
分

最寄の交通機関（　　　　　　　　　       ）

㎞
分




※配置図・平面図等を利用した説明図の添付可
9　建設予定地にかかる各種法規制
（１）建築基準法関係

	項　　　　　　　　目
	基準（％）
	建設予定の施設（％）

	容積率
	
	

	建ぺい率
	
	

	延床面積（予定）
	

	建設面積（予定）
	

	敷地面積
	


（２）農地法関係

	農地転用許可制度
	該当・非該当

	関係部署への確認状況
※「該当」の場合は、適用除外の見通しも記載すること。
	


（３）農業振興地域の整備に関する法律関係

	農業振興地域内の農用地区域
	該当・非該当

	関係部署への確認状況
※「該当」の場合は、適用除外の見通しも記載すること。
	


（４）文化財保護法関係

	埋蔵文化財包蔵地
	該当・非該当

	関係部署への確認状況
※「該当」の場合は、今後必要となる手続きのスケジュール等を記載すること。
	


（５）その他法規制

	その他法規制がある場合、記入のこと。

	


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人


（　　　　　　　　　　　　）受講済者（　　　　）人











